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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第65期

第２四半期
累計期間

第66期
第２四半期
累計期間

第65期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 7,703,686 9,702,668 16,333,857

経常利益 (千円) 310,228 499,552 717,858

四半期(当期)純利益 (千円) 191,080 325,026 429,324

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,148,000 1,148,000 1,148,000

発行済株式総数 (株) 5,300,000 5,300,000 5,300,000

純資産額 (千円) 13,694,964 13,319,568 13,968,736

総資産額 (千円) 18,061,925 18,971,130 19,159,430

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 40.23 69.70 90.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 50.00

自己資本比率 (％) 75.8 70.2 72.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △291,191 48,364 9,271

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △624,253 228,055 △60,627

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △237,491 △1,025,615 △237,612

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,001,144 6,115,917 6,865,112
 

 

回次
第65期

第２四半期
会計期間

第66期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.38 47.47
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため、記載を省略しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間の世界経済を概観しますと、米国におきましては労働市場及び住宅市場の改善が進むとと

もに景気は回復基調を継続しました。欧州諸国では、地政学的リスクの台頭とユーロ圏における需要不足が露見す

るに伴い、景気の足取りは鈍くなってきております。また、中国を始めとするアジア諸国におきましても、タイの

政情不安や中国におけるかつての成長路線の修正等により、景気は減速傾向を強めております。

一方、わが国経済におきましては、経済全体としては緩やかな回復基調にありますが、消費税率引き上げに伴う

駆け込み需要が一段落したことで、個人消費は伸び悩んでおります。また、国内の設備投資需要を牽引してきた自

動車・車載部品関係の製造業も国内販売が低調となるにつれ、設備投資を抑える動きとなり、期の後半に至るにつ

れ景気は不透明感を強めております。

このような環境の下で、当社は需要堅調なスマートフォン、タブレット端末向けの半導体や電子部品等に関連す

る得意先並びに海外での生産が好調な自動車、車載部品及び精密等の得意先に対して、省力化・自動化のための設

備投資に必要なＦＡ機器や制御機器を中心に販売を積極的に推進してまいりました。

以上の結果、売上高は97億２百万円(前年同四半期比25.9％増)、営業利益は４億６百万円(前年同四半期比64.9％

増)、経常利益は４億99百万円(前年同四半期比61.0％増)、四半期純利益は３億25百万円(前年同四半期比70.1％増)

となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末（以下、「当四半期末」という）の自己資本比率は、前事業年度末（以下、「前期末」

という）比2.7ポイント減の70.2％となりました。

① 資産

当四半期末の総資産は、前期末と比較して１億88百万円(1.0％)減の189億71百万円となりました。

 流動資産は、前期末比５億29百万円(3.7％)減の137億35百万円となりましたが、受取手形及び売掛金の増加(４

億円)、電子記録債権の増加(２億80百万円)と現金及び預金の減少(12億49百万円)が主な要因となっております。

 固定資産は、前期末比３億40百万円(7.0％)増の52億35百万円となりましたが、投資有価証券の取得などに伴う

投資その他の資産の増加(３億54百万円)が主な要因となっております。

② 負債

当四半期末の負債合計は、前期末と比較して４億60百万円(8.9％)増の56億51百万円となりました。

 流動負債は、前期末比４億41百万円(8.9％)増の54億６百万円となりましたが、支払手形及び買掛金の増加(４

億39百万円)が主な要因となっております。

 固定負債は、前期末比19百万円(8.7％)増の２億45百万円であり、特記すべき事項はありません。

③ 純資産

当四半期末の純資産合計は、四半期純利益の計上(３億25百万円)による増加や、自己株式の取得(７億87百万

円)、前期決算の剰余金の配当(２億37百万円)による減少などにより、前期末と比べ６億49百万円(4.6％)減の133

億19百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、61億15百万円と前期末に比べ７億49百万

円(10.9％)の減少となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、48百万円となりました。資金の主な増加要因は、税引前四半期純利益の計上

(４億99百万円)や仕入債務の増加(４億24百万円)などであり、資金の主な減少要因は、売上債権の増加(６億81百

万円)や法人税等の支払(１億89百万円)などであります。

なお、前年同四半期につきましては、税引前四半期純利益の計上(３億12百万円)などの資金の増加要因と仕入

債務の減少(４億７百万円)や法人税等の支払(１億55百万円)などの資金の減少要因があったため、２億91百万円

の資金流出でありました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により得られた資金は、２億28百万円となりました。資金の増加要因は、定期預金の払戻による収入

(５億円)であり、資金の主な減少要因は、投資有価証券の取得による支出(２億71百万円)などであります。

なお、前年同四半期につきましては、定期預金の払戻による収入(10億円)などの資金の増加要因と定期預金の

預入による支出(15億円)や第５次販売システムの導入に伴う無形固定資産の取得による支出(１億４百万円)など

の資金の減少要因があったため、６億24百万円の資金流出でありました。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により使用した資金は、10億25百万円と前年同四半期に比べ７億88百万円(331.9％)の増加となりまし

た。資金の減少要因は、自己株式の取得による支出(７億88百万円)や配当金の支払額(２億37百万円)でありま

す。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 なお、当社では、現在のところ会社法施行規則における「財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針」は定めておりません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,300,000 5,300,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 5,300,000 5,300,000 ― ―
 

(注) 発行済株式のうち、6,000株は、現物出資(土地他 300千円)によるものであります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数(株)
発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成26年９月30日 ― 5,300,000 ― 1,148,000 ― 1,091,862
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

鳥 羽 重 良 東京都杉並区 367 6.93

鳥 羽 聰 子 東京都杉並区 281 5.30

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 236 4.46

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルピー
エルシー
 (常任代理人 モルガン・スタ
 ンレーＭＵＦＧ証券株式会
 社)

25 CABOT SQUARE,CANARYWHARF,LONDON E14
4QA,U.K.
 
（東京都千代田区大手町１丁目９番７号大手
 町フィナンシャルシティ サウスタワー）

208 3.93

鳥羽洋行取引先持株会 東京都文京区水道２丁目８番６号 164 3.10

いちごトラスト
 
 (常任代理人 香港上海銀行東
 京支店)

SECOND FLOOR MIDTOWN PLAZA P.O.BOX 448
GRAND CAYMAN KY1-1106,CAYMAN ISLANDS
 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

150 2.83

鳥羽洋行社員持株会 東京都文京区水道２丁目８番６号 139 2.62

尾 日 向    宏 東京都世田谷区 137 2.60

ＳＭＣ株式会社 東京都千代田区外神田４丁目14番１号 135 2.54

バンクオブニューヨーク メロ
ン エスエー エヌブイ フォー
ビーエヌワイ ジーシーエム ク
ライアント アカウント イー
エルエス シービー
 (常任代理人 株式会社三井住
 友銀行)

ONE CHURCHILL PLACE LONDON E14 5HP UNITED
KINGDOM
 
（東京都千代田区大手町１丁目２番３号）

123 2.33

計 － 1,944 36.68
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式988千株(18.65％)があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 988,900

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,310,300
43,103 ―

単元未満株式
普通株式

800
― ―

発行済株式総数 5,300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 43,103 ―
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② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社鳥羽洋行

東京都文京区水道二丁目８番６号 988,900 ― 988,900 18.65

計 ― 988,900 ― 988,900 18.65
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

      ① 資産基準               2.4％

      ② 売上高基準             5.9％

      ③ 利益基準             △0.1％

      ④ 利益剰余金基準         0.2％

      ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,365,112 6,115,917

  受取手形及び売掛金 6,419,985 6,820,224

  電子記録債権 335,527 616,449

  商品 62,390 75,759

  その他 84,381 110,147

  貸倒引当金 △2,478 △2,715

  流動資産合計 14,264,920 13,735,782

 固定資産   

  有形固定資産 1,979,190 1,962,277

  無形固定資産 96,368 99,526

  投資その他の資産 ※１  2,818,950 ※１  3,173,543

  固定資産合計 4,894,510 5,235,347

 資産合計 19,159,430 18,971,130

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,583,722 5,023,172

  未払法人税等 190,029 181,345

  引当金 110,000 120,000

  その他 81,059 81,592

  流動負債合計 4,964,811 5,406,110

 固定負債   

  引当金 24,125 15,125

  その他 201,757 230,325

  固定負債合計 225,882 245,450

 負債合計 5,190,693 5,651,561

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,148,000 1,148,000

  資本剰余金 1,261,059 1,261,059

  利益剰余金 12,384,517 12,472,056

  自己株式 △1,001,842 △1,789,308

  株主資本合計 13,791,734 13,091,807

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 177,001 227,761

  評価・換算差額等合計 177,001 227,761

 純資産合計 13,968,736 13,319,568

負債純資産合計 19,159,430 18,971,130
 

EDINET提出書類

株式会社鳥羽洋行(E02833)

四半期報告書

10/16



(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 7,703,686 9,702,668

売上原価 6,563,241 8,379,953

売上総利益 1,140,444 1,322,714

販売費及び一般管理費   

 配送費 31,681 37,147

 役員報酬 41,772 37,041

 給料及び手当 412,586 411,636

 賞与引当金繰入額 100,000 120,000

 法定福利費 75,134 77,149

 福利厚生費 25,759 25,800

 減価償却費 32,199 28,484

 地代家賃 31,330 31,197

 その他 143,670 148,137

 販売費及び一般管理費合計 894,133 916,592

営業利益 246,311 406,121

営業外収益   

 受取利息 3,616 8,790

 受取配当金 36,472 34,643

 仕入割引 22,579 29,214

 その他 3,402 23,092

 営業外収益合計 66,070 95,741

営業外費用   

 売上割引 1,144 1,445

 支払手数料 22 662

 その他 986 202

 営業外費用合計 2,153 2,310

経常利益 310,228 499,552

特別利益   

 投資有価証券売却益 2,482 -

 特別利益合計 2,482 -

税引前四半期純利益 312,711 499,552

法人税、住民税及び事業税 119,000 181,100

法人税等調整額 2,630 △6,574

法人税等合計 121,630 174,525

四半期純利益 191,080 325,026
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 312,711 499,552

 減価償却費 32,199 28,484

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 237

 賞与引当金の増減額（△は減少） - 20,000

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25,000 △10,000

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） - △9,000

 受取利息及び受取配当金 △40,089 △43,433

 投資有価証券売却損益（△は益） △2,482 -

 売上債権の増減額（△は増加） △48,616 △681,160

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,519 △13,368

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 20,022 △17,139

 仕入債務の増減額（△は減少） △407,229 424,392

 未払金の増減額（△は減少） 1,408 1,859

 未払費用の増減額（△は減少） △3,316 △635

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,665 △3,698

 預り金の増減額（△は減少） △19,009 △801

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,951 3,682

 その他 5,012 △4,419

 小計 △176,623 194,549

 利息及び配当金の受取額 40,689 43,039

 法人税等の支払額 △155,257 △189,224

 営業活動によるキャッシュ・フロー △291,191 48,364

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,500,000 -

 定期預金の払戻による収入 1,000,000 500,000

 有形固定資産の取得による支出 △2,354 △102

 無形固定資産の取得による支出 △104,928 -

 投資有価証券の取得による支出 △20,434 △271,842

 投資有価証券の売却による収入 3,464 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △624,253 228,055

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 - △788,127

 配当金の支払額 △237,491 △237,487

 財務活動によるキャッシュ・フロー △237,491 △1,025,615

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,152,936 △749,195

現金及び現金同等物の期首残高 7,154,080 6,865,112

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  6,001,144 ※１  6,115,917
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

投資その他の資産 6,561千円 6,561千円
 

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 7,201,144千円 6,115,917千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,200,000 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 6,001,144千円 6,115,917千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

 

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月14日
定時株主総会

普通株式 237,491 50.00 平成25年３月31日 平成25年６月17日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

 

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月13日
定時株主総会

普通株式 237,487 50.00 平成26年３月31日 平成26年６月16日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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３ 株主資本の著しい変動

当社は、平成26年８月25日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得により自己株

式は、当第２四半期累計期間に787,466千円増加し、当第２四半期会計期間末において1,789,308千円となりまし

た。

 
(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(有価証券関係)

当社の所有する有価証券は、事業の運営において重要なものではありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、機械工具器具等の販売事業を営んでおり、これを単一の事業セグメントとしているため、セグメント情

報の記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 40円23銭 69円70銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 191,080 325,026

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 191,080 325,026

普通株式の期中平均株式数(株) 4,749,824 4,663,451
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月11日

株式会社鳥羽洋行

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   井   上   智   由   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   植   草      寛      ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鳥羽洋

行の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第66期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鳥羽洋行の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社鳥羽洋行(E02833)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

